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前期比（％）

2012年 2014年

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

実質ＧＤＰ 0.0 1.1 1.0 0.2 0.2 1.0

同 　   (年  率) 0.1 4.5 4.1 0.9 0.7 4.2

同　    (前年同期比) － 0.3 0.0 1.2 2.3 2.6 2.5

内需寄与度　　　　　 (*) 0.2 0.7 0.9 0.7 0.7 1.6

個人消費 0.4 1.0 0.6 0.2 0.4 2.1

住宅投資 2.3 1.7 0.9 3.3 4.1 － 2.1

設備投資 － 0.9 － 0.9 1.0 0.1 0.8 4.0

民間在庫　　　　　 (*) － 0.2 － 0.1 － 0.2 0.1 0.0 － 0.1

政府最終消費 0.8 0.6 0.9 0.2 0.5 0.3

公共投資 0.4 3.2 6.8 7.2 2.1 － 2.3

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.1 0.4 0.1 － 0.5 － 0.5 － 0.5

輸出 － 2.9 4.2 2.9 － 0.7 0.4 － 0.1

輸入 － 1.9 1.1 1.8 2.4 3.5 2.6

名目ＧＤＰ 0.1 0.7 1.0 0.1 0.3 1.1

同  　  (年  率) 0.4 2.8 4.2 0.5 1.2 4.6

同 　   (前年同期比) － 1.0 － 1.0 0.7 1.9 2.2 2.8

－ 0.7 － 1.0 － 0.5 － 0.4 － 0.3 0.4

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)

2013年

2014 年 4 月 30 日 

 

調査レポート 

2014 年 1～3 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 

 

5 月 15 日に公表予定の 2014 年 1～3 月期の実質ＧＤＰ成長率は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要な

どによって前期比＋1.0％（年率換算＋4.2％）と高い伸びとなったと見込まれる。 

1～3 月期の高い伸びを主導したのが、消費税率引き上げ前の駆け込み需要によって急増した個人消費で

ある。また、これまで緩やかな伸びにとどまっていた設備投資も、企業業績の改善を背景に力強く増加した可

能性がある。このため、公共投資は減少に転じたものの、内需の寄与度は前期比＋1.6％まで高まったと予想

される。一方、輸出が横ばいにとどまった半面、輸入は駆け込み需要の影響もあって順調に増加しており、外

需寄与度は前期比－0.5％と 3 四半期連続で大きめのマイナスとなった可能性がある。 

名目ＧＤＰも前期比＋1.1％（年率換算＋4.6％）と前期と比べて伸びが高まったとみられる。ＧＤＰデフレータ

ーは前年同期比＋0.4％とプラスに転じた見込みである。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①個人消費（前期比実質＋2.1％） 

個人消費は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要が自動車や家電などの耐久財、宝飾品

などの高額商品（半耐久財）を中心にみられており、高い伸びとなったと予想される。食

料、日用雑貨など一部の非耐久財や外食などのサービスも底堅く伸びている。 

②住宅投資（前期比実質－2.1％） 

駆け込み需要の一巡により住宅着工件数が減少に転じており、住宅投資も減少したと見

込まれる。 

③設備投資（前期比実質＋4.0％） 

先行指標である機械受注（船舶・電力を除く民需）が増加基調にあることや、資本財出

荷が大きく増加しており、比較的高い伸びとなったと考えられる。企業業績の改善が進ん

でいることや、企業の景況感が持ち直してきていることを反映して、これまで先送りされ

てきた投資が活発化してきた可能性がある。 

④在庫投資（前期比実質寄与度－0.1％） 

製造業が在庫の積み増しに慎重なことに加え、駆け込み需要の増加により、在庫投資の

ＧＤＰ成長率に対する寄与度はマイナスになったと予想される。 

⑤政府最終消費支出（前期比実質＋0.3％） 

医療費などを中心に政府サービスに対する需要が増加基調にあることから、引き続き前

期比で増加した可能性が高い。 

⑥公共投資（前期比実質－2.3％） 

2012 年度の経済対策に盛り込まれた公共事業の執行が一巡していることに加え、2013 年

度の補正予算の効果が本格化するのは 2014 年度になってからと予想され、公共投資は減少

に転じたと見込まれる。 

⑦外需（前期比実質寄与度－0.5％、輸出：前期比実質－0.1％、輸入：同＋2.6％） 

輸出は、海外景気の回復が続き、円安が定着化しているにもかかわらず、輸出数量の伸

びが鈍く、前期比で横ばい程度の伸びにとどまったと見込まれる。一方、輸入は、駆け込

み需要に対応するための輸入やエネルギー関連の輸入によって堅調に増加しており、前期

比でプラスが続いたと見込まれる。この結果、外需のＧＤＰ成長率に対する寄与度は

－0.5％と 3 四半期連続で大きめのマイナスとなった模様である。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比＋0.4％） 

ＧＤＰデフレーターは、個人消費デフレーターや総固定資本形成（住宅投資、設備投資、

公共投資）デフレーターの伸び率が高まっていることや、輸入デフレーターの伸びが縮小

していることから、前年比＋0.4％と 2009年 7～9月期以来のプラスに転じた見込みである。 
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